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① 調査概要
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調査方法
- RDD方式による電話調査
※RDD方式：無作為な数字の組み合わせの電話番号をコンピュータで生成する方式

調査対象者
- 全国47都道府県に居住の18歳以上の男女

回収数
- 1,000票

調査期間
- 2017年2月18日（土）～2月28日（火）
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② 回答者属性
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■ 居住地域

■ 性別 ■ 年代



問１．地球儀を俯瞰する外交
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安倍総理は、「地球儀を俯瞰する外交」として、就任以来、延べ１１１か国・
地域を、岸田外務大臣は、就任以来、延べ８６か国・地域を訪問しています。
このように、国際社会における日本の存在感強化、幅広いネットワーク構築を
積極的に進める安倍政権の活動をどのように評価しますか。（単数回答）

安倍総理の「地球儀を俯瞰

する外交」について、「評価で
きる（40.2%）」と「どちらかと
言えば評価できる（41.2%）」の
計は8割を超え、“評価できな
い”の計（「評価できない
（7.3%）」＋「どちらかと言え
ば評価できない（7.7%）」）の
15.0%を大きく上回った。
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40.2%
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問２．日米関係
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米国においてドナルド・トランプ政権が発足しましたが、新政権との間で、

どのような分野における関係強化を期待しますか。（複数回答）

ドナルド・トランプ新政権との
間で、関係強化を期待する分野と
して最も多く挙げられた分野は
「安全保障面（71.4%）」で
あり、次いで「テロ対策
（62.0%）」が多く挙げられた。
反対にあまり挙がらなかった分野
は、「教育・文化面（34.7%）」
であり、最も多く挙げられた
「安全保障面」の半数程度の割合
であった。
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問３．日露関係
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日本政府は、ロシアとの間でアジア太平洋地域におけるパートナーとして

ふさわしい関係を構築することを対ロシア外交の基本方針としていますが、

日露両国はいかなる分野で協力を推進すべきと考えますか。（複数回答）
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日露両国が、協力を推進すべき
分野として最も多く挙げられた
分野は「北方領土問題の解決
（75.7%）」である。「人的又は
文化交流の拡大（71.3%）」も、
同じような割合で多く挙がって
いる。「貿易・投資の拡大
（51.9%）」を挙げた人はやや
少なく、半数程度にとどまった。
「いずれも協力すべきでない
（2.5%）」は、ごくわずかで
あった。
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問４．日中関係
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昨年９月、日中首脳会談が実現し、両国関係を改善させていくことで一致

しました。また、本年は日中国交正常化４５周年を迎えます。こうした中で、

日中両国はいかなる分野で協力を推進すべきと考えますか。（複数回答）

日中両国が、協力を推進すべき
分野として最も多く挙げられた
分野は「環境問題や公衆衛生・
疾病対策（74.9%）」である。
反対に「少子高齢化や社会福祉
（40.9%）」を挙げた人は
少なく、半数に満たなかった。
「いずれも協力すべきでない
（2.9%）」は、ごくわずかで
あった。



問５．日韓関係
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日本はいかなる分野で韓国との協力を推進すべきであると考えますか。

（複数回答）
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日本と韓国が、協力を推進すべ
き分野として最も多く挙げられた
分野は「北朝鮮問題に関する協力
を含む安全保障面での協力
（75.0%）」であり、4人中3人が
協力を推進すべきであると回答し
た。「経済連携協定（ＥＰＡ）を
含む経済・金融分野での協力
（57.6%）」と回答した人はやや
少なく、6割に満たなかった。
「いずれも協力すべきでない
（4.7%）」と回答した人は5%以下
であった。



問６．東アジアの安全保障政策
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近年、東アジア地域を取り巻く安全保障環境は一層厳しさを増していると

考えますか。（単数回答）

東アジア地域を取り巻く安全
保障環境について、厳しさを
増していると考えるかどうか
尋ねたところ、半数を超える人
が「とてもそう思う（56.3%）」
とした。「ややそう思う
（32.2%）」を加えると、9割弱
の人が“そう思う”と回答して
おり、大多数の人が、東アジア
地域近辺の安全保障環境が、
厳しさを増していると捉えて
いる。

とてもそう思う

56.3%

ややそう思う

32.2%

あまりそう思わない

7.0%

全くそう思わない
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わからない
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問７．国連安保理非常任理事国入り（１）
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現在、日本は、国連の安全保障理事会（安保理）において、非常任理事国として、
北朝鮮による核実験の実施や弾道ミサイルの発射を受けた安保理決議の採択への
貢献など、様々な取組を行ってきています。
このような安保理における日本の取組をどのように評価しますか。（単数回答）

評価できる

25.9%

どちらかと言えば

評価できる

41.4%

どちらかと言えば

評価できない

17.4%

評価できない

10.5%
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4.8%国連の安全保障理事会におけ
る、非常任理事国としての日本
の取組について、「評価できる
（25.9%）」と回答した人は、
全体の4分の1程度にとどまった
が、「どちらかと言えば評価で
きる（41.4%）」を加えると、
７割弱の人が“評価できる”と
している。「評価できない
（10.5%）」と回答した人も、
1割強存在した。



問８．国連安保理非常任理事国入り（２）
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日本は安保理理事国として、どのような取組を優先的に行うべきと考えますか。

（複数回答）
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安保理理事国として、日本が
優先的に取り組むべき取組と
して最も多く挙げられたもの
は、「東アジアの安全保障環境
への対応（61.9%）」であった。
問６において、東アジア地域近
辺の安全保障環境が厳しさを
増していると大多数の人が回答
したが、安保理理事国として、
優先的に取り組むべきであると
いう意見が多く挙がっている。
反対にあまり多く挙がらなかっ
たものは「アフリカの
安全保障環境への対応
（23.1%）」であった。



問９．「女性の輝く社会」実現への取組
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日本は、国内外において「女性の輝く社会」を実現する取組の一環として、

２０１４年から国際女性会議ＷＡＷ！(ワウ！)を開催しています。日本の

このような取組をどのように評価しますか。（単数回答）

国際女性会議ＷＡＷ！の開催
といった取組について、「評価
できる（30.7%）」とした人が
3割強、「どちらかと言えば評価
できる（40.2%）」とした人が
4割強で、合わせて7割強の人
が、そういった取組を“評価で
きる”としている。約1割の人が
「わからない（9.3%）」と回答
した。

評価できる

30.7%
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問10．日本政府の「自由貿易推進」の方針と取組
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世界ではグローバル化に反対する保護主義的な動きがみられます。日本は、
自由で公正な貿易・投資ルールの構築が平和と繁栄の基礎であるという考えの下、
自由貿易を推進していく方針です。このような日本政府の方針及び取組を
どのように評価しますか。（単数回答）

自由貿易を推進していくと
いう、日本政府の方針及び取組
については、 8割を超える人が
“評価できる”とした。 その
内訳としての「評価できる
（39.4%）」と「どちらかと
言えば評価できる（42.2%）」は
同程度の割合である。
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問11．開発協力で優先して取り組むべき分野
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日本の開発協力で力を入れている取組のうち、特に優先すべき分野は何だと

思いますか。（複数回答）

日本の開発協力で力を入れて
いる取組のうち、特に優先すべ
き分野として、最も多く挙げら
れたものは「人材育成
（53.8%）」であり、半数以上の
人が優先すべきであると回答し
た。次いで「防災（43.6%）」、
「保健・医療（43.0%）」、
「環境・気候変動（42.6%）」が
続く。「民間企業との連携
（29.5%）」を挙げた人は、
3割以下であった。
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問12．気候変動対策への日本の取組
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日本は、国際交渉への積極的な参加や途上国への支援等を通じて、世界全体での
気候変動対策に貢献しています。日本が、気候変動対策にこれまで以上に
積極的に貢献していくことについてどう思いますか。（単数回答）
気候変動対策のために日本は何をすべきと考えますか。（複数回答）

日本が、気候変動対策にこれまで以上に積極的に貢献していくことについて、ほぼ
9割の人が“よいと思う”（「とてもよいと思う（41.7%）＋「よいと思う
（47.4%）」）と回答しており、貢献についての賛同の割合は高い。
日本がすべきこととしては「再生可能エネルギーの一層の推進（75.0%）」が最も多く
挙げられた。
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